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第3章
イ ギリス の会計制度
善 積 康 夫
1 . は じめ に
今日 ､ イギリス の会計制度を形成 して い る規範には ､ 次 の 3つ のもの があるo 第1 に ､ 会社終
にお ける会計規定で ある｡ 第2 に ､ プライ ベ ー ト ･ セ クタ ー で ある会計専門家団体が設定 した会
計基準で ある｡ そ して 第3 に､ 証券取引所 に よる開示規制 が あげられ る｡ この うち､ 本章で柱検
討の 対象として ､ 会社法に よる会計規制とプライ ベ ー ト ･ セ クタ ー による会計基準を取り上げる*1 ｡
次節で は ､ まず会社法 の会計制度の 史的展開を跡付 ける とともに ､ 当該制度の 特徴を明らか にす
る｡ 第3節で は ､ 会計基準設定主体の変遷 に焦点を当てなが ら会計基準 の意義お よびそ の 展開過
程に つ いて 考察する｡ そ して最後に ､ 第4節で は ､ まとめと して本章で の検討の過程で得られた
論点を提示す る ことに したい ｡
2 . 会社法に よる会計規制
イギリ ス の会計制度におい てまず取り上げなければならない の は ､ 会社法にお ける会計規制で
ある｡ イギリ ス では証券取引法は存在しない ｡ これは ､ アメ リカ にお いて証券 2法に よる会計開
示規制が中心 で ある の とはまさに対照的で ある｡ イ ギリ ス の会社法に よる会計開示規制の 変遷は ､
表 3 - 1に 示されて い る通りで ある｡ 以下 ､ そ の骨子 を見る こ とに しよう*20
イ ギリ ス では 1844年会社法にお い ては じめて会計規制が行 われた｡ そ の 後 ､ 会社法は数度にわ
たっ て改 正 ･ 整備 されて い る｡ こ の 184 4年会社経では厳 しい会計規定が設 けられた が ､ 1 856年
会社法 ､ 186 2年会社法では ､ 一 転して ､ 自由放任主義 (レセ ･ フ エ ー ル) 思考の 台頭に より､ 会
計に関する規定 は任意規定とな っ た ｡ す なわち､ こ こで は ､ 会計は法的規制 の対象 とならず､ 会
社の 自治の 問題 とされたの で ある ｡ しか しそ の後､ 企業倒産事件な どを通 して株式会社の 存在が
社会的に無視できないも の になっ て いくに したが い ､ 規制主義的な思考が重視される ようになる｡
そ して ､ 1900年会社法では強制監査 の導入が なされ ､ 1 908年会社法で は公開会社の 情報開示が強
制化され ､ さらに 1 929年会社法で は損益計算書の 強制開示 の導入など､ 開示規制の 強化が 図られ
る こ とになる｡ こ の 規制主義重視の 立場はその 後も受け継がれる ことになり ､ 1 947年会社法で は
会社会計規定の基本理念である ｢真実か つ 公正 な概観+ (tru e a nd fair vie w) の概念が包括規定とし
て取り入れられ ､ 1 948年会社法にお いて財務諸表 の 開示内容が大幅に拡充され るとともに ､ 連結
財務諸表制度を導入するな ど､ 会計規定が整備 された｡ そ の後 ､ 証券市場 の発達 ､ 機関投資家の
台頭､ T O B(株式公開買付) の涜行 とい っ た背景の 下で ､ 会社法改正委員会 (Jenkin s委員会) が
設けられ ､その結果 ､1967年会社法にお い て開示情報の さらなる充実化が図られ ることにな っ た ｡
そ して ､ 1973年に EC (ヨ - ロ ツ パ 共同体) に加盟 したの を契機と して ､ 会社法と E C第 4号指令
との 調整が数度行われ ､ 1981年会社法が制定される に至 る｡ この 1981年会社法にお い て は ､ 財
務諸表の 様式 に関する詳細な規定が盛り込 まれ る こ ととなっ た｡ そ の後 1948年会社法 から 1981
年会社法 まで を統合した 1985年会社法が基本法とな?た後､ EC 第7号指令及び第8号指令との
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表 3-1 会計開示に関する法的規制 の発展
制 定 法 主 要 ` =規 定 目 的 と 影 響
.株式会社法
18 44年法
1856年法
1862年法
会社法
-19bo年法
登記 に よる会社設立 の認可 企業の成長
完全 か つ 公 正 な年次貸借対照革の作 支払能力 の維持 と取締役 の誠実性 の
成の 強制 確保
有限責任制 の確立 企業の成長
会計情報の自発的な開示 会計情報 の 内部目的利用
利益以外 からの配 当の否罷
強制監査
資本 の維持と債権者の 保護
経営と所有の 分離
19(油 年法 公 開会社の計算書の 登記官 - の 提出 会社の性格の 変化に伴う情報の 公 開
1929年法.
1948年法
1 967年法
会計規制 の強化 ;損益計算書の作成 秘密積立金 - の 関心
の強制 (ただ し監査不要) 受託責任の 履行 の ため の定期的な評
■資産 とそ の評価の 明細;｢真実か つ 正
確 な+ 貸借対照表 の 要求
真実 か つ 公 正な貸借対照表 と損益計
価 と期間業績の 測定の 強調
投資業績の評価
算書の要求 数値そ のも の の 精密性よりも真実か
計算書の 内容に 関する詳細な規定 の つ 公正 な概観の 重視
確立
グル ー プ計算書の 強制
開示要件の追加
開示情報 の拡大
開示情報 の拡大
1 976年法
1980年法
基準決算日
会計記録
公 開会社の定義の 明示
現行法規の 明瞭化 ･
E七 c第2号指令
1 981年法
1985年法
計算書の様式 の 明示 E EC第4号指令の 要件の遵守
会計原則 の法律 - の組 み込み
会社の 分類
開示要件の拡大
1948-81年会社法 の 統合
｢真実 か つ 公 正+ の優先性の 再指摘
諸法規の 統合
出所 : Taylo r, Pete r a ndStu a rtTu rley, 乃 e Re8ulat7
'
o n oF Ac coLIDt由g, Ba sil Bla ckw ell, 19 86,pp.4 4-4 5.
(染谷恭次郎監訳･ 市村巧訳 『イ ギリス会計規制論』 森山書店 ､ 19 9 1年 ､ 51貫)
調整 を織り込ん だ 1989年会社法が制定され るに 至 っ て い る｡
以上の ように ､ イギリス の会社法会計制度を概観する と､ そ こに は ､ 自由放任主義と規制主義
という2 つ の立場の 対立の 構図が ある こ と , および近年 におい て は規制主義的色彩が強くなっ て
い るこ とを見て 取る こ,とがで きる. また ､ イギリ ス の会社法会計制度の 特徴を論ずる際には ､ ｢真
実 かつ 公 正な概観+(tru e andfair vie w) 規定の 検討を避 けて通 るこ とはできな い o とい うの は ､ イ
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ギリス の会計制度の運営 ｢ - - 体制を支えた象徴が
` `
tr u e and 鮎r vieⅣ
''
(真実か つ 公正な概観) と
いう会社法上 の概念であり ､ これが英国の 会社法会計制度の 運営体制 の伝続的性格を理解する鍵
となると考えられる+ *3 か らで ある｡ そ こで次に ､ ｢真実か つ 公正 な概観+ 条項 に目を向ける こと
に しよう｡ たとえば､ 198 9年会社法 (1985年会社法 ､ 新第226条) にお いて ､ 計算書類に対する
真実かつ 公 正な概観の確保 の要請は以下の ように規定されて い る*4｡
｢第2 26条 (2) 貸借対照表 はそ の事業年度末の会社の財政状態の真実か つ 公 正な概観を与え
るもの でなけならない ｡ また ､.損益計算書は その事業年度の 会社の損益の真実か つ 公正 な
概観 を与 えるもの でなければならない ｡
(3) 会社の 個別計算書類は貸借対照表ならび に損益計算書の様式と内容､ そ して計算書類の
注記 の かたちで付される追加情報に関 して付表 4 の規定 に準拠 しなけれ ばならない ｡
(4) 会社の個別計算書類 ある い は計算書類 へ の注記に含まれ る べ き事項に関 して ､ 同付表お
よび本法 の他 の 規定に準拠 しても真実か つ 公正 な概観を与 えるに十分でなけれ ば､ 必要な
追加情報が計算書類ある い はそ の 注記に付されねばならない ｡
(5) 特別 な状況下で ､ それらの規定に準拠するこ とが真実か つ 公 正な概観を与える との 要求
に合敦 しない湯合は ､ 取締役 は真実か つ 公正 な概観を与えるに必要 な範囲でその 規定か ら
帝離す べ きで ある｡
そ の帝離の詳細､ 理由､ 影響が計算書類の注記 に記 されねばならない ｡+
以上 の条項か らわかる ように ､ 会社法 の要件に準拠 して 計算書類が作成されたと しても ､ その
計算書類が ｢真実か つ 公正な概観+ を示すもの とは必ずしも い えない ｡ ｢真実か つ 公 正な概観+ を
示すために追加情報が必要とな っ たり ､ 場合に よ っ て は法規定からの帝離が必要となる こともあ
る｡ すなわち､ 会社会計が追求す べ き最優先の 目標が ｢真実か つ 公正 な概観+ で あり ､ 会社培は
｢真実か つ 公 正な概観+ を達成するために通常必要とされ る最低限の要件を規定 して い るにすぎ
ない の である ｡
とこ ろで ､ この ｢真実かつ 公 正な概観+ 条項は 1948年会社法から受け継がれてきたもの で ある
が､ E C第 4号指令との調整の 上で制定された 1981年会社法 にお いて もそ の 規定は堅持された｡
さらには ､ こ のイ ギリ ス の伝統である ｢真実か つ 公正な概観+ 条項は ､ E C第 4号指令の中に最優
先原則と して導入 され る ことにな っ た ｡ ただ し､ イギリ ス の会社法が E C第4号指令との調整の
過程で ､ 法規制主義を特徴とする大陸法系 の影響を受 けた こ とも事実で ある ｡ つ ま り､ ｢
- - ･英国
の EC加盟に ともなう会社法の調整過程で生 じた会計制度改正 の問題 は､ 一 方で
``
tru e a nd fair view
''
規定は存続させ ､
``
tm e a nd 鮎r vie w
'' で あるため の法律規定からの帝離の 可能性 を確保するこ とに
なっ たが ､ 他方で大陸諸国の 会社法ない し商法 の影響を受け､ 会社法に従来 にない 会計規定が設
けられる こ と になり ､ かたちのうえでは英国会社法会計制度の伝統自体を途切れさすような重大
な結果をもたらした - - + *5ともい えるの で ある｡
以上､ 本節ではイ ギリ ス の会社法会計制度の 歴史を概観す る ことを通 じて ､ そ の 特徴を明らか
に して きた o 次節で は､ イ ギリス の 会計制度の もう
一 方の柱である ､ プライ ベ ー ト ･ セ クタ ー に
よる会計基準の展 開過程に目を向ける こ とに しよう｡
3 . 会計基準の展開過程
イギリ ス 会社法で は本文と付表にお い て会計規定が み られ る｡ しか し､ こ の 国では伝統的に会
社法 の 中で は詳細 な会計規定は設 けず ､ 具体的な会計処理基準に つ い て は主として職業会計専門
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家の 自主規制 に委ねてきた｡ 以下で は ､ イ ギリ ス にお ける会計基準 の設定体制 に焦点を当て会計
基準 の展開過程を要約する こ とにする*6｡
イギリ ス で は従来か ら コ モ ン ･ ロ ー 的な伝統の もとで慣行的に会計が行われ てきた｡ 前述 の よ
うに ､ 1844年会社法にお いて は じめて会計規制が行われたの で ある が ､ こ の 時点で は会計基準は
存在せず､ したが っ て実際の会計処理手続き の選択等は会社の 自治の 問題と して扱われて い た｡
そ してその後も しばらく は ､ こうした レ セ ･ フ エ ー ル思想の もとで会計が実践され る ことに なる ｡
しか し､ 1931年 の ロ イヤ ル ･ メイ ル社事件*7などの 経理不正事件をき っ かけと して会計基準確立
の論議が高まり ､ 会計士団体で あるイ ン グラ ン ド ･ ウ ェ ー ル ズ勅許会計士協会 (The In stitute ｡f
Cha rte red Ac c o u nta ntsin Engla nd a nd Wales;IC AEW) は ､ 1940年代 の 初めから ｢会計原則勧告書+
(Re c o m m eDdatfo D S O DAc c oLIZ7tlbg PT2bclble s) を設定 し始めた . そ の 後 ､ 約 3 0年間にわた っ て 2 9
もの ｢会計原則勧告書+ が 公表され る ことになるが ､ これ には強制力 は なく ､ 単なる実務上 の描
針と して の役割が与えられて い た｡ したが っ て ､ 実際に ｢会計原則勧告書+ に従うか どうかは ､
会社の 取締役や監査人 の判断に委ねられて いたの である｡
1
,
960年代に入 り､ イ ギリ ス で は企業の 合併 ･ 寛収ブ ー ム を背景と して ､ 会計処理基準 の主観性
や会計実務の 多様性 に疑問が投 げかけられ ることになり､ これ を契機と して ､ ICA E Wに よ っ て ､
従来 の勧告形式 の会計基準か ら会員に対 して強制力 をも つ 会計基準 - の 転換が模索された*8｡ そ
して ､ 19 70年に なると､ ICA E Wは ､ 会計基準設置委員会(Ac c o u ntingStandardsStee ringCo m mitte e;
A SS C)を設 け､ 会計士団体紋 - の会計基準 の設定を目指 して活発に動きだ した のである｡ そ の後 ､
19 76年に は ､ A S SC は会計基準委員会 (Ac c ou nti g Sta ndards Co m mitte e;As °) に名称を変え､ 6
つ の会計士団体か ら構成され る会計団体諮問委員会 (The Co n s ultativ eCo m･mitte e of Ac c o u nta n cy
Bodies; C C A B) の 管理 下で ､ 一 般 に認 め られ た会計原則 で ある会計実務基準書 (state m e nt of
Sta nda rdAcc o u nting Pra ctic e; SS A P) を公 表する ことに なる ｡ こ の SS A Pは従来 の ｢会計原則勧告
書+ とは異 なり ､ 自主規制 ル ー ル と して会員に対 して拘束力 を有 して い るも の で ､ 個別 の会計問
題 ごとに会計基準が設定 ･ 公表 される ｡ SS A Pは ､ イ ギリ ス における会計実践の規範として重要な
役割 を果た しており､ 国際会計基準 (Inte rn atio n alAc c o u ntingSta ndards;IAS) との 調和化も積極的
に図られて い る* 9｡
しか し､ この C CAB - A SC とい う職業会計士 主導によ る会計基準設定体制に対 して は必ずしも
広範な支持が得られたわけで は なか っ た｡ ASC に対する批判点は次の とお り である *1｡｡
①ASC の構成上 ､ 財務諸表利用者サイ ドの 委員が少 ない ｡
②委員が会計士 の 有資格者に限定されてお り ､ 会計士以外の 関係者 の発言す る機会が乏 しい ｡
③A SC は ､ 基準の 基礎となる べ き概念的フ レ ー ム ワ ー ク をも っ て い な い ｡
④F A S Bなどに較べ て基準の設 定速度が おそ い o
⑤A S Cは ､ コ ンセ ン サス を得ようとする余り ､ 圧力団体の い い なりに な っ て い るo
⑥会計基準の公表権が ccA B の各理事会に あるため ､ 基準が妥協の 産物になりやすい o
⑦A S C の委員が全員 ､ 無給の パ ー トタイ ム で あるため､ その活動や 関心 の持続に制約が ある ｡
この ような批判に応 えるため に ､ ASC は検討委員会 を設け､ 報告書 (watts Repod) を公表す る
などの 自己改革を行うが ､′その 後も上記 の批判点が完全 に解決されなか っ たばかり か ､ 会計基準
を軽視す るような実務が 目立 っ て きたことも あり､ 結局 ､ C C AB - A SC 体制は幕を閉じる こ とに
なる'11o その 後､ De aring委員会の 勧告 に基 づき ､ 1990年に新しい基準設定体制 が誕生するの で あ
る ｡
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この 新しい 体制で は ､ 最上部機関で ある財務報告審議会 (Finan cialRepo rting Cou n cil;F R C) の
下に ､会計基準審議会(Ac co u nti gSta ndards Bo ard;A S B)と財務報告違反審査会(Fin a n cialRepo rting
Revie vPan al;F R R P)とい う2 つ の機関が設置されて い る(以下､ かかる体制 をF RC体制と よぶ)0
FRC は ､ 職業会計士 の み ならず ､ 財務報告 に利害を有する各界の代表から構成され る自主規制機
関で ､ A SB と F R R P の活動 を人事面､ 資金面などか ら支援する役割を果た して い る ｡ 次に ､ ASB
は､ 独立 の権 限で会計基準の 制定､ 改正 などを行う機関であり ､ その 下部組織に緊急問題処理委
員会 (Urge ntls su esTask For c e; UITF) が設置されて い る｡ なお ､ A SBが公表する会計基準は｢財
務報告基準+ (Fin a n cialReporting Standards; F R S) とよばれる｡ そ して ､ FR RP は､ 会社の 計算書
類が会計基準 (お よび会社法 の規定) か ら離脱 して い る場合 にそ の離脱事例 を調査す る こ とを任
務とする機関で あり ､ 象合に よ っ て は ､ そ の離脱の 訂正 を求めて裁判所 に提訴する こ ともあるo
すなわち､ こ こで は離脱事項が ｢真実か つ 公正 な概観+ 規定に照らして妥当であるか どうか につ
いて検討され る こ とに なるo そ して ､ F R C体制は 1 989年会社終によ っ て バ ッ ク ･ ア ッ プを受 ける
ことになり ､ A S Bが制定する会計基準も法的な裏付けを得る こ とにな っ たの である事12. 以上 の よ
うなF R C体制を示 したの が図3 - lであるo また､ F R C体制の特徴をまとめると次の ようになる*13c
①人事 ､-資金 の 両面で会計プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン の支配か ら独 立 した機構に なっ て い る こ と｡
②基準設定の た め の人材と資金を､ 財務報告に利害をもつ 社会甲各層に広く求め る ことに より ､
会計基準の 設定とその 遵守 につ い て共同責任を負う体制 を確立 して い る こ と｡
③会計基準 に重大な違反を した牟社に対 し､ 財務諸表 の訂 正を求めて訴訟を起 こす制度的な仕
組みを導入することによ っ て ､ 会計基準の規範性 (強制力) が確保されて い るこ とo-
④1989年会社法 の改正 によ っ て ､新機構 を有効に機能させるため の法的裏付 けが得られたこ と｡
⑤人事 へ の影響力 を通 して ､ 会計基準の 設定に政府 の意向を反 映できる道が 開かれて い る こと｡
図3- 1 F R C体制における規制方式
国務大臣
法的権限をも ち ､ 会計
基準の 設定 ･ 監督 ･ 調
査の 権限を 一 定 の機関
に付与で きる｡
財務報告評議会
(F R C)
statuto ry backingを
得て ､ A B Sを揺挿
監督するo
会計基準審議会
(A S B)
statutoryba cking を
得て ､ 会社法に い
う ｢会計基喪+ を
設定 ･ 公表する｡
財務報告違反審査会
(F R R P)-
statuto ryba ck ing を
得て ､■基準違反 の 調査
審査を行う｡
出所 : 田中弘 『イギリス の会計制度 - わが国会計制度との比較検討 - -』
中央経済社､ 19 93年､ 134貫｡
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以上 ､ イギリ ス の 会計基準の設定体制 の 歴史的変遷お よび会計基準 の展開過程 に つ い てみて き
が ､ 最後に ､ 会計基準と ｢真実 か つ 公 正 な概観+ と いう会計目的 との 関連に つ い て 若干触れて お
こう｡ 『会計基準 に関する趣意書 (RD Ile W O)i to Ab占o uDtlbg StB Ddards)』によれ ば､ ｢会計基準は ､
報告実体が決算日現在の 財政状態および 同日を期末とする会計期間 の損益 (または収入および支
出) に つ いて真実か つ 公 正 な概観を示す ために作成す る財務諸表に適用され る+ *1｡とされ ､ また
｢会計基準 臥 特定 のタイプの 取引や その他 の 事象をどの ように して財務諸表 に反 映させ る べ き
かを明らか に した権威ある ス テ イ トメ ン トで あり ､ し
■
たが っ て ､ 通常の 場合 ､ 財務諸表が真実 か
つ 公 正な概観を示すようにす るために は ､ 会計基準 を順守する ことが 必要 である+ *15と述 べ られ
て い る｡ しか し､ こ こで注意すべ きは ､ ｢通常の場合+ とされて い る こ とからも窺える ように ､ 会
計基準 に準拠 Lても ､ 財務諸表 の ｢真実 か つ 公正 な概観+ が常に確保 される とは 限らない ことで
ある ｡ 『会計基準に 関する趣意書』 で は ､ 別 の箇所で ､ ｢例外的な状況 にお いて会計基準 の要件を
順守するならば､ 真実から公正 な概観 を示す べ しとい う要件と相い れな い とすれ ば､ 真実か つ 公
正 な概観を示すの に必要な範囲にお い て ､ 会計基準の要件か ら離脱 しなければならない ｡ こ う し
た場合､ 当該状況ゐ経済的 ･ 商的聴質と矛盾 しない適切な代替的処理を考案す るた めには ､ 情報
に精通 した偏向の ない判断を行使 しなけれ ばならない ｡ 会計基準か ら重要 な離脱 を した場合には ､
そ の 詳細､ 理由お･よび財轟的影響を､ 財務諸表にお いて 開示 しなければならない o こ の情報開示
は ､ 会社法規中の特定の会計規定 か ら離脱 した場合 に行われ る開示 と､ 同等に扱わなけれ ばなら
ない+ *16とも述 べ られて い る . 実際には ､ 会計基準 に垂拠する こ とで ｢真実かつ 公正 な概観+ が
示され るとい っ たケ ー ス が ほ とん どで あろう｡ しか し､ イギリ ス で は ､ 会計基準に準拠するこ と
で かえ っ て ｢真実か つ 公正 な概観+ とい う会計目的を達成できな い ､ とい う状況が ある こ とを認
識 し､ こ う した場合には会計基準からめ離脱 を要請 して い る の で ある■o こ の ように ､ r真実か つ 公
正 な概観+ は､ 会社法 の 会計規定はもとより会計基準にも優先する概念で ある ことに留意しな け
れ ばならない ｡
4 . おわりに
.以上 ､ 本章で は ､ イ ギリ大の会計制度に つ い て ､ 会社法 による会計規制 と会計基準をめぐる 問
題 に焦点を当て ､ その 内容 を考察して きた｡
■
本章で の考察を通 して得られた 2 つ の論点をまとめ
る こ とで ､ 本章 を締 めくく るこ とに した い ｡
まず第 1 に､ イギリ ス の会計制度の 歴史を概観すると､ 古くから の伝統で ある自由放任主義(な
い しは 自主規制主義).から法
･ 国家規制主義 - と､ そ の 内零が変質を琴畔? つ ある羊とで ある o
すでに述 べ たように ､ 会社法の 会計制度は ､ 企業の倒産事件を背景と した債権者や株主保護の 要
請の 高まりや ､ E C第4号指令との調整p,過程で の 大陸法系 の影響を受 け串こ ともl奉っ て ､ 今日､
法規制 主義的な色彩を濃く して い る ｡ また､ 現在の 会計基準設定体制 で ある･FRC 体制も ､ 19 89
年会社法 に より ､ 法的なバ ッ ク ･ ア ッ プを受ける こ とに なり ､ 会計基準もその規制力 を高めて い
る. 一 般に ､ 世界の 会計制度は ､ プライ べ - ト セクタ ー に よろ自主規制主義を特徴とするア ン
グロ ･ サ ク ソ ン型会計制度と､ 凌ない し国家による規軸を特徴とす る フ ラ ン コ ･ ジャ ー アン型会
計制度に大別するこ とができる が*17､ 前者の代表格ともい えるイ ギリ ス の 会計制度は近年 にな っ
て後者の 会計制度の影響を強く受 けて い る｡
第 2 に ､ イギリ ス の会計制度は ､: ｢真実か つ 公正 な概観+■という･会計目的戟を軸と して成立して
い る こ とで ある｡ 法や国家に よる規制色が強ま っ た現在に お い ても ､ こ の こ とは変わ っ て い ない ｡
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イ ギリ ス にお いて は ｢･ ･ - ･会社会計が達成す べ き最優先目標と して `-tru e and Bair vie w” が あるo
ただ し､ そ の 目標が意図するとこ ろは常に変わらないもの の ､ そ の 充足 のた め の要件 は歴史的に
も､ 常時､ 変化するもの とみられ る｡ 最低限 ､ 充足す べ きとされ る要件は法律が要求するが ､ 残
りの要件は会計慣行や職業会計 士団体ない しそ の委譲機関が設定す る基準に委ねられ ､ しか も､
法律要件や各種の 権威ある基準 - の合致性も
"
tm e a nd 鮎r vie w
''
である ことの強力な証拠で は あ
るが絶対要件 では なく ､ さらに
”
true and fair view
''
が与えられて い るか どうかは個々 の現場で の
経営者と監査役の 判断にまかされ - - I+ *18 て い るの で ある｡ そ れゆえ､ 経営者は常に会社をめ ぐ
る状況 を考慮したうえで ｢真実か つ 公正 な概観+ とい う目的を達成で きる ように ､ 財務諸表を作
成しなければならない ｡ しか し､ 場合に よ っ て は ､ 既存の会計基準 に した が っ て財務諸表 を作成
しても ､ ｢真実か つ 公正な概観+ を充足 できない こ ともあるだろう｡ そ の ときには ､ 経営者は自ら
代替的な会計処理方法等を考案 し､ 財務諸表 の作成に当た っ て当該方法 を適用 して い かなくて は
ならない ｡ また ､ 職業会計士サイ ドも成文化された会計基準だけでは なく ､ ｢真実かつ 公正 な概観+
という最優先原則 を考慮に入れて ､ 企業が作成す る財務諸表 を監査す ることになる｡ したが っ て ､
状況 に よ っ て は経営者に しても職業会計士 に しても ､ 実務上 ､ 困難な会計ない し監査判断を求め
られる こ とに なろう｡ しか し ､ 裏を返せば ､ イギリ ス で はそれだけ現場 の経営者や職業会計士 の
自主的な会計判断が信頼されて い るともい えよう｡
注
*1 本章では ､ 蘇幅の 関係か ら､ 証券取引所に よる開示規制の 内容に つ い て は検討を試みて いない o イ ギリ ス の
証券取引所では ､ 上場会社に対しては Yello w Bo ok と よばれる上壕欝可規定集 , 非上場会社に対して は Gre e n
Bo ok と よぱれる規定集の適用を通 して 自主的な開示規制が行われて いるが ､ こ の内容に つ い て詳 しくは次の文
献を参照された い o 山浦久司 『英国株式会社会計制度論』 白桃書房､ 199 3年､ 374-3 79貢o
*2 イギリ ス における会社法会計制度の 変遷を紹介するに当た っ て は､ 主に以下の 文献を参照 した ｡
大矢知浩司 ･ 佐 々 木秀 一 編著 『イギリ ス 会計制度の 展開』 同文舘､ 19 凱年､ 特 に 3 0- 51貢｡
田中弘 『イギリス の会計制度 - わが国会計制度との 比較検討 - 』 中央経済社 ､ 19 93年､ 特に 35- 45貢o
Taylo r, Pete r a nd Stu wt Tur1ey, 7 加 Regulat7
'
o D OfAc c ouDtZbg, Ba sil Bla ckw ell,19 86,p p. 34
- 47. (染谷恭次郎監訳 ･
市村巧訳 『イ ギリ ス 会計規制論』 森山書店 ､ 199 1年 ､ 3 9- 53貢)
山浦久司 ､ 前掲書c
*3 山浦久司 ､ 同上書 ､ 5 31貢｡
*4 Aldis,John a nd M icha el Re n sh all, 7 加 Comp M l
'
e sActs1 9 8 5and 1 9 89IAc c oLID 軸 a Dd 飽a Da
'
d ReqLLhle m eF7tS, the
ln stitute of C ha rte red Ac c o u ntantsin Englarld a nd W ale s, 19 90,pp. 6 -7. 和訳は , 同上書 ､ 4 15貢によ っ た o
*5 同上書､ 39 1貢o
*6 イ ギリ ス における会計基準設定体制の変遷を紹介するに当た っ て は ､ 主に以下の文献を参照した｡
原光世 ｢イギリ ス における会計基準の設定 - F R CrA S B体制 - +､ 新井清光編著『会計基準の設定主体 一 冬国 ･
国際機関の現状 - 』 中央経済社所収､ 1 99 3年 ､ 29- 53貫.
田中弘､ 前掲書､ 特に 20-6 4貢､ 9 0- 137貢.
Ta,ylo r, Peter and Stu a rt Tu rley, op.c)
'
t. , pp. 4 8
- 67. (染谷恭次郎監訳･ 市村巧訳 ､ 前掲書､ 5 5- 77貢)
山浦久司 ､ 前掲書､ 特に 36 1-4 54貫｡
*7 ロ イ ヤ ル ･ メイ ル社事件の 内容お よび当落事件がイ ギリ ス の会計制度に及ぼした影響に つ い ては ､ 山浦久司､
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同上審 ､ 1 87-2 31貢を参照された い ｡
*8 こ の経緯に つ い て詳 しくは ､ 由中弘 ､ 前掲書､ 26-3 4貫を参照された い ｡
*9 イ ギリ ス の会計基準と国際会計基準との調和化の間者に つ い て はTEL下の文献で検討されて い るo
岩崎勇 ｢会計の 国際化に対するイギ リ ス の対応+､ 森川八部男編著 『会計基準の 国際的調和化』 白桃書房所
収 ､ 19 98年､ 186- 19 3貢｡
*1 0 田中弘､ 前掲書 ､ 97-9 8 見 なお ､ こ こ で F A S Bとは､ ア メ リカ の会計基準設定主体 である財務会計基準審
議会 (Fina n cial Ac c o u ntingStanda rds Bo a rd) の こ とで ある.
*1 1 同上書､ 10 ト1 09貢によると､ C C A B- ASC 体制が終局を迎えた大きな要因と して次の 2点が 勢ヂられて い る o
(1) 設定する会計基準に対する法的確信が次第に低下 し､ 基準からの 離脱あるい は基準を軽視 した実務が横
行 し始めた にもかかわらず ､ ccA Bも A S Cも こ れに対 して有効な手を打て なか っ たこ と ｡
(2) 198 0年代の 中頃か ら, 政府 ･ 通産省が ､ 金融 ･ 証券 の 自由化に対す る見返りない し担保と して ､ 新 し い
投資家保護政策を打ち出 し､ プ ライ ベ ー ト ･ セ ク タ ー の 自主規制 (シテ ィ の自治) に法の 網をかぶせ ､ か つ 自
主規制機関に法的権限を付与する方式を採用 し､ 会計士業界に対 しても ｢法の 下で の 自主規制+ を求めるよう
にな っ て きた こ と｡
*12 19 89年会社法に よる F R C体制の バ ッ ク ･ ア ッ プ の 具体的内容に つ い て は､ 原光世､ 前掲稿 ､ 37-3 9貢を参照
されたいム なお ､ 田中弘､ 前掲書､ 2 30貢に よると､ F R C体制による自主規制 の本質に つ い て次 の ように述 べ
られて い る｡ ｢こ の新し い 3 つ の機関 (すなわち F R C､ A S Bお よび F R R P- 引用者) には ､ 19 89年法によ っ て
法的権限まで付与されて い る ｡ しか し会計プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン が政府の意向にそわ ない基準を殴定したり ､ 新た
な社会問題を引き起こ したりすれば､ 法的権限が け奪されたうえ､ そ の 権限が何らかの 政府機関に委譲される
危険も覚悟 しなければならない o プライ ベ ー ト ･ セ ク タ ー の 自主規制とはい え､ そ の実態は 『政府の意向の枠
内で の自主規制』 で しか ない ｡+
*13 原光世 ､ 前掲稿 ､ 4 0貢｡
*1 4 A S B, For e w o vldto Ac c o u Dth7gStaDdazlds,19 9 3, pa r. 13.(W ilk ins, Richard M‥ ed. , Ac c o uL7軸 Stau7da rds
1995:/96, theln stitute of C_
ha rtered Ac c o u ntantsin England and W ale s, 1 99 5, p. 1 7)
田中弘 ･ 原光世訳 『イギリ ス財務報告基準』 中央経済社 ､
1
1 99 4年 ､ 6-7 貢｡
*1 5 1bl
'
d. , par. 16. 同上訳書 ､ 7貫｡
*16 1bl
'
d
. , par. 19. 同上訳書､ 8貢o
*17 ア ン グロ ･ サ クソ ン型会計制度と フ ラ ン コ ･ ジ ャ ー マ ン型会計制度の 特徴の比較に関し ては ､ 田中弘､ 前掲
書､ 8 5貢､ 表 3-3 を参照された い ｡
*18 山浦久司 ､ 前掲書､ 53 2- 53 3貢｡
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